（様式２）
山添村小規模事業者持続的経営支援補助金
経営計画書兼補助事業計画書
〈応募者の概要〉
	名称（商号または屋号）
	

	法人番号（１３桁）
	

	自社ホームページのＵＲＬ
	

	主たる業種
	［以下のいずれか一つを選択してください］
1 （　　）商業・サービス業（宿泊業・娯楽業を除く）
2 （　　）サービス業のうち宿泊・娯楽業
3 （　　）製造業その他
4 （　　）特定非営利活動法人（主たる業種の選択不要）

	業種
（日本標準産業分類）
※該当する業種に〇
	A：農業・林業 B:漁業 C：鉱業・採石業・砂利採取業 D:建設業 E:製造業  
F:電気・ガス・熱供給・水道業 G:情報通信業 H:運輸業・郵便業
I:卸売業・小売業 J:金融業・保険業 K:不動産業・物品賃貸業
L:学術研究・専門・技術サービス業 M:宿泊業・飲食サービス業
N：生活関連サービス業・娯楽業 O:教育・学習支援業　P:医療・福祉 
Q：複合サービス事業 R：サービス業（他に分類されないもの）

	常時使用する従業員数
	　　　　　　　人
	＊常時使用する従業員がいなければ、「０人」と記入。 
＊小規模事業者の定義を超える場合は申請できません。

	資本金額（法人のみ）
	　　　　　　万円
	設立年月日（西暦）
	　　　　　年　　　月　　　日

	直近1期の売上高
	　　　　　　　円
	直近1期の売上総利益
	　　　　　　　　　　　円

	直近1期の経常利益
	　　　　　　　円
	事業所数
	　　　　　　　　　　事業所
※自社を1社としてカウント

	連絡担当者
（代表者もしくは従業員に限る）
	フリガナ
氏名
	
	役職
	

	
	住所
	（〒　　　―　　　　）


	
	電話番号
	
	携帯電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	
	E-mailアドレス
	

	代表者の氏名
	
	代表者の生年月日
	　　　　　年　　　月　　　日

	
	
	満年齢
	　　　　　　　　　　　歳

	事業実施場所の住所
	（〒　　　―　　　　）



申請枠
	該当に○
	申請枠、希望特例等
	備　考

	
	通常枠
	３０万円

	
	賃金引上げ特例
	１００万円上乗せ

	
	創業特例
	１００万円上乗せ


※希望特例等の要件・必要書類等については公募要領で確認すること。
※注意…補事業終了時点で一定要件を満たす必要があり、満たさない場合、補助金交付は行われない。
・・・・・・・・・・・・・・・経営計画・・・・・・・・・・・・・・・・
1.企業概要
	〔概要〕




































2.顧客ニーズと市場の動向
	〔顧客ニーズと市場の動向〕















































3.自社や自社の提供する商品・サービスの強み
	〔強み〕















































4.経営方針・目標と今後のプラン
	〔経営方針・目標〕















































・・・・・・・・・・・・・・補助事業計画・・・・・・・・・・・・・・・

1.補助事業で行う事業名
1.補助事業で行う事業名（30字以内）
	



2.販路開拓等（生産性向上）の取組内容
	〔概要〕






























3.業務効率化の取組内容　※取組があればご記入下さい。
	〔取り組み内容〕





4.補助事業の効果
※販路開拓等の取組や業務効率化の取組を通じて、どのように生産性向上につながるのかを必ず説明してください。
	〔取り組みの効果〕

































・・・・・・・・・・・・経費明細表・資金調達方法・・・・・・・・・・・
【税務区分】	・税込
・税抜
※免税事業者、簡易課税事業者、2割特例選択者は「税込」を選択することが出来る。

【経費明細表】
	経費区分
	内容
	経費内訳
（単価×数）
	補助対象経費
（ 税別 ／ 税込 ）
	経費に係る備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



	補助対象経費小計（ウェブサイト関連費を除く）
	（ａ）
	円

	補助金交付申請額（ウェブサイト関連費を除く）
補助率２／３以内（円未満切捨て）
	
	円

	ウェブサイト関連費に係る補助金対象経費小計
	（ｃ）
	円

	ウェブサイト関連費に係る交付申請額
※（ｆ）の１／２を上限、（ｃ）×補助率２／３以内
	（ｄ）
	円

	補助対象経費合計（ａ＋ｃ）
	（ｅ）
	円

	補助金交付申請額
※通常枠３０万円上限、特例枠１３０万円上限
	（ｆ）
	円



資金調達方法
	区分
	金額

	1.補助金
	３００，０００円

	2.自己資金
	２５０，０００円

	3.金融機関からの借入金
	円

	4.その他
	円

	合計額
	円



